
0

1 頁平成20年 2月14日  09時48分  作成

07 商工費

01 商工費

02 商工業振興費

商工課

作　成　者：財政課　６（簡略番号 ）

平成20年度 001 一般会計
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企業立地促進補助金

前 年 度

活力みなぎる米子

工業の振興

地域の活力を生み出す産業のまちづ

『産業』がいきいき

0

17,3410000

17,34117,34122,94622,946

前 年 度

現計予算当初予算

0

歳出予算事業概要書

県支出金

19 17,341負担金補助及び交付
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所属課名

内線番号

大事業

中事業

小事業

細事業

調整結果額
うち復活額

国庫支出金 地方債 その他 一般財源

実

施

計

画

財源内訳

部

章

節

細 節

要求額

各　課

一般財源

財源 細節款 項 目 節
本年度の財源内訳節

金 額 金 額区分
１．事業の概要と必要性

２．根拠法令

３．用地の状況

４．基本計画との関連

５．本年度の計画効果

実施計画計上額

目 的 別

性 質 別

６．財源の説明

が、企業の地方進出意欲を醸成し、進出を決定づけるためには企業から見た経済的なメリ
ットもより重要な要素になる。また、新たな雇用を創出する地元企業の増設や移転につい

(1)事業計画

増加が期待でき、本市経済の活性化に寄与する。
本市への企業進出意欲を増大させる要因となるとともに、地元企業の設備投資及び雇用の
(2)事業効果
の企業立地を促進し、産業構造の高度化及び雇用機会の拡大を図る。
、移転しようとする既存企業を支援する米子市独自の優遇制度を適用することで、米子市
ても誘致企業と同様に支援していく必要がある。このような状況の中で、誘致企業や増設

企業誘致を推進していくためには、各種基盤整備や用地、労働力の確保なども必要である
(1)事業の概要

　　　　　　　　計　　　　　　　　　　　26,082,998円
　　　　　雇用促進補助金　　　　４社　　13,000,000円
　　　　　工場立地促進補助金　　２社　  13,082,998円
　　平成１８年度交付予定

　　　　　　　　計　　　　　　　　　 　17,341,000円　　　　　　　　　　
　　　　　雇用促進補助金　　　　４社　  7,800,000円
　　　　　工場立地促進補助金　　２社　　9,541,000円
　　平成２０年度交付予定
　　　（雇用期間が１年を超える新規常用雇用者が１０人(中小企業は３人)となるもの）
　②雇用促進補助金…新規常用雇用者数×３０万円（当面は１０万円×３年）
　　　　　　　　　　　　３年度における投下固定資産に係る固定資産税相当額
　①工場立地促進補助金…操業開始日が属する年の翌年の４月１日から始まる年度から

（１）他市の状況
　鳥取市企業立地促進補助金…投下固定資産額に一定率(0.5%～5%)を乗じた額と、新規

　　　　評価結果・・現状維持
（２）事務事業報告の反映状況
　　　　　　　資産に対する固定資産税相当額を３年間に分割して交付。
　境港市企業立地促進補助金、境港市工場立地促進補助金…操業開始時における当該固定

　　　　　　　雇用者数に１０万円を乗じた合計額を交付。　　　
　倉吉市企業立地奨励事業補助金…用地の取得額に一定率(15%～20%)を乗じた額を交付　

　　　　　　　　　　企業の進出状況、鳥取県及び他市の動向によっては見直しを検討。
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